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本発明のナ ビゲーシ ヨン装置は、無線通信部、G P S 装置、位置情報取得部、表示部及び音声出力部
を備えている。また、警告動作を行 う警告動作部を備えている。また、地図情報を記録する記録部を備
えている。また、警告動作が検知された地点を示す地点情報を取得 し、警告動作の内容 と地点情報 とを
関連付けた警告履歴情報を生成する警告履歴生成部を備えている。また、位置情報取得部 と地図情報 と
を用いて、現在位置が交差点か ら所定範囲内であ り、且つ地点情報の示す位置か ら所定範囲内であるか
否かを判定する地点検知部を備える。また、上記の範囲内であると判定された場合に、該当する地点情
報を含む警告履歴情報か ら報知用情報を生成 して出力制御を行う報知部を備えている。



明 細 書

発明の名称 ：ナ ビゲ一シ ヨン装置

技術分野

[0001 ] 本発 明は、移動体の搭乗者 に対 して経路案内を行 うナ ビゲー シ ヨン装置 に

関す るものであ り、特に過去に警告が発生 した地点の近傍 において搭乗者 に

報知 を行 うナ ビゲ一 シ ヨン装置 に関す る。

背景技術

[0002] 近年、路側 に設置 された路側機 と、車両に搭載 された車載用装置 との間で

通信 を行 うことによ り様 々なサー ビスを提供す る路車間通信 システムが実用

化 されている。特に I T S ( I nte l l i gent Transport System) と呼ばれ る

情報通信技術 を用 いて、歩行者、車両、及び路側機の間で各種情報 を利用す

るシステムの開発が進め られている。

[0003] I T S は主に、安全性、輸送効率、快適性の向上 を目的 と している。具体

的には例 えば、 自動料金収受システム、運転支援、交通管理の最適化、道路

管理の効率化、緊急車両の運行支援等が考 え られている。代表的なシステム

と しては、高速道路の E T C (E l ectron i c To l l Co l l ect i on) 等が実用化

されている。

[0004] また 日本の I T S フォー ラムが発行 している運転支援通信 システムの実験

用ガイ ドラインにおいては、 7 0 O M H z 帯の無線電波を利用 したシステム

と して、以下の五つが挙 げ られている。

. 左折巻 き込み防止 システム。

2 . 右折時の対向直進車両に対す る右折時衝突防止 システム。

3 . 交差点での出会 い頭衝突防止 システム。

4 . カー ブで曲が った先に停止 している車両に対す る追突防止 システム。

5 . 緊急車両の接近 を報知す る緊急車両情報提供 システム。

[0005] 車車間通信や路車間通信 を用 いて これ ら危険を警告す るナ ビゲー シ ヨン装

置 においては、警告 を発 した地点は、運転者が実際に危険な状況に遭遇 した



地点 と して記録 され る。例 えば、 日時、地点、緯度経度 、進行方 向、警告 内

容等が、ナ ビゲ一 シ ヨン装置 の メモ リに記録 され る。

[0006] 上記 の よ うな システム に関連 して、特許文献 1 においては、特定の地点で

自己の存在 を報知 し、効果的にその地点付近の他 の移動体 に認識 させ る機能

を備 えた事故 防止装置 が開示 され て いる。 この事故 防止装置 は、事故の 多発

す る地点及 び視界 の悪 い地点 を記録す る。そ して記録 され る地点 と現在位置

とが所定範囲 内 とな つた場合 に、車外報知手段 によ り車外へ 自己の存在 を報

知す る。

[0007] この よ うに、事故の 多発す る地点や視界 の悪 い地点で 自己の存在 を報知す

る ことによ り、その地点付近の他 の移動体 に 自己の存在 を認識 させ て注意 を

促 し、事故 を未然 に防止す る確率 を高めて いる。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許 文献 1 ：特 開 2 0 0 5 _ 6 2 0 6 0 号 公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[0009] しか しなが ら特許文献 1 の技術 では、予めデー タベース に登録 され た事故

多発地点 を用 いるため、警告が作動す る場所が画一的で ある。また、常 に事

故発 生 に関す る情報 を収集 し、デー タベース等 による管理 、更新 を行 う必要

が あ った。

[001 0] また 、事故 多発地点 に 自車両が接近 した場合 に、無条件 で警告 を行 って い

るため、頻繁 に警告が発 生 した り、運転状況 にあわ な い不要 な警告が発 生 し

、運転の妨 げにな る可能性が ある とい った問題が あ った。

[001 ] 本発 明は、上記の問題 を鑑み てな され た もので あ り、 I T S を利用 して事

故情報 又 は警告情報 の記録 、及 び報知 を行 うことがで きる とともに、 自車両

の運転状況や周囲の状況 に応 じて、必要性の高 い報知のみ を行 うことが可能

なナ ビゲ一 シ ョン装置 を提供す る ことにある。



課題を解決するための手段

[001 2] 上記の 目的を達成するために本発明のナ ビゲ一シ ヨン装置は、アンテナを

用いて無線通信 を行 う無線通信部 と、 G P S ( G l oba l Pos i t i on i ng System

) 衛星 と通信 を行 うG P S 装置 と、前記 G P S 装置 を用いて位置情報 を取得

する位置情報取得部 と、表示部又は音声出力部 と、前記無線通信部による車

車間通信又は路車間通信によ り得 られ る情報に基づいて前記表示部又は前記

音声出力部による警告動作を行 う警告動作部 と、地図情報 を記録する記録部

とを備 えるナ ビゲーシ ヨン装置において、前記警告動作部による警告動作が

実施 された場合に、該警告動作が実施 された地点を示す地点情報 を前記位置

情報取得部によ り取得 し、該警告動作の内容 と前記地点情報 とを関連付 けた

警告履歴情報 を生成 して前記記録部に記録する警告履歴生成部 と、前記位置

情報取得部によ り取得 され る位置情報の示す位置が、前記地図情報が示す交

差点か ら予め定め られた範囲内であ り、且つ前記警告履歴情報に含まれ る前

記地点情報の示す位置か ら予め定め られた範囲内であるか否かを判定する地

点検知部 と、前記地点検知部によ り前記範囲内であると判定 された場合に、

該地点情報 を含む前記警告履歴情報の内容を示す報知用情報 を生成 し、前記

報知用情報に基づいて報知動作を行 うよう前記表示部又は前記音声出力部を

制御する報知部 とを備 えることを特徴 とする。

[001 3] この構成によると、本発明のナ ビゲ一シ ヨン装置は、無線通信部、 G P S

装置、及び G P S 装置 を用いて位置情報 を取得する位置情報取得部を備 えて

いる。また、表示部又は音声出力部を備 えている。また、車車間通信又は路

車間通信によ り得 られ る情報に基づいて表示部又は音声出力部による警告動

作を行 う警告動作部を備 えている。また、地図情報 を記録する記録部を備 え

ている。また、警告動作部による警告動作を検知 した場合に、 この警告動作

が検知 された地点を示す地点情報 を取得 し、警告動作の内容 と地点情報 とを

関連付 けた警告履歴情報 を生成 して記録部に記録する警告履歴生成部を備 え

ている。また、位置情報取得部 と地図情報 とを用いて、現在位置が交差点か

ら所定範囲内であ り、且つ地点情報の示す位置、つま り過去に警告動作が行



われた位置か ら所定範囲内であるか否かを判定す る地点検知部 を備 える。ま

た、地点検知部によ り上記の範囲内であると判定 された場合に、該 当す る地

点情報 を含む警告履歴情報か ら報知用情報 を生成 し、報知動作 を行 うよう表

示部又は音声出力部 を制御す る報知部 を備 えている。 これ によ り、過去に警

告動作が行われた地点に車両が接近 した場合に、 自車両の搭乗者 に対 して報

知 を行 うことができる。

[001 4 ] また上記の 目的を達成す るために本発明のナ ビゲー シ ヨン装置 は、前記警

告履歴生成部が、前記警告動作部による警告動作が実施 された場合に、前記

ナ ビゲー シ ヨン装置が搭載 された車両の走行状況 を示す状況情報 を、前記警

告履歴情報 に含めて前記記録部に記録 し、前記地点検知部が、前記位置情報

取得部によ り取得 され る位置情報の示す位置が、前記地図情報が示す交差点

及び前記警告履歴情報 に含まれ る前記地点情報の示す位置か ら予め定め られ

た範囲内であ り、且つ前記車両の走行状況が前記状況情報 に示 されている走

行状況 と一致す るか否かを判定 し、前記報知部が、前記位置情報取得部によ

り取得 され る位置情報の示す位置が該範囲内であ り且つ走行状況が一致す る

と前記地点検知部によ り判定 された場合に、該状況情報 を含む前記警告履歴

情報の内容 を示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に基づいて報知動作

を行 うよう前記表示部又は前記音声出力部 を制御す る。

[001 5 ] この構成によると、警告履歴生成部は、警告動作部による警告動作 を検知

した場合に、 自車両の走行状況 を示す状況情報 を警告履歴情報 に含めて記録

部に記録す る。また地点検知部は、現在位置が交差点か ら所定範囲内であ り

、且つ地点情報の示す位置、つま り過去に警告動作が行われた位置か ら所定

範囲内であ り、且つ車両の走行状況が状況情報 に示 されている走行状況、つ

ま り過去に警告動作が行われた状況 と一致す るか否かを判定す る。また報知

部は、地点検知部によ り上記の各条件 を満たす と判定 された場合に、該 当す

る地点情報 を含む警告履歴情報か ら報知用情報 を生成 し、報知動作 を行 うよ

う表示部又は音声出力部 を制御す る。 これ によ り、過去に警告動作が行われ

た地点に車両が接近 し、且つ走行状況が同 じである場合にのみ、 自車両の搭



乗者 に対 して報知 を行 うことができる。

[001 6] また上記の 目的を達成す るために本発明のナ ビゲ一 シ ヨン装置 は、速度検

出部又は角度検出部 を備 え、前記警告履歴生成部が、前記警告動作部による

警告動作が実施 された場合に、前記ナ ビゲー シ ヨン装置が搭載 された車両の

走行速度 を前記速度検出部によ り検出す るか、又は前記車両の走行方向を前

記角度検出部によ り検出 し、検出 した走行速度又は走行方向に基づいて前記

状況情報 を生成 し、前記地点検知部が、前記速度検出部又は前記角度検出部

を用 いて、前記車両の走行速度又は走行方向と、前記状況情報 に示 されてい

る走行速度又は走行方向とを比較 し、比較結果が予め定め られた条件 を満た

すか否かを判定 し、前記報知部が、前記位置情報取得部によ り取得 され る位

置情報の示す位置が該範囲内であ り且つ前記比較結果が予め定め られた条件

を満たす と前記地点検知部によ り判定 された場合に、該状況情報 を含む前記

警告履歴情報の内容 を示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に基づいて

報知動作 を行 うよう前記表示部又は前記音声出力部 を制御す る。

[001 7] この構成によると、本発明のナ ビゲ一 シ ヨン装置 は、速度検出部又は角度

検出部 を備 えている。警告履歴生成部は、警告動作部による警告動作 を検知

した場合に、 自車両の走行速度 を速度検出部によ り検出す るか、又は自車両

の走行方向を角度検出部によ り検出す る。そ して検出 した走行速度又は走行

方向に基づいて、状況情報 を生成す る。また地点検知部は、速度検出部又は

角度検出部 を用 いて、 自車両の走行速度又は走行方向と、状況情報 に示 され

ている走行速度又は走行方向とを比較 し、比較結果が所定条件 を満たすか否

力、、例 えば近似値であるか否かを判定す る。また報知部は、比較結果が所定

条件 を満たす と判定 された場合に、該 当す る地点情報 を含む警告履歴情報か

ら報知用情報 を生成 し、報知動作 を行 うよう表示部又は音声出力部 を制御す

る。 これ によ り、過去に警告動作が行われた地点に車両が接近 し、且つ走行

速度又は走行方向が同 じである場合にのみ、 自車両の搭乗者 に対 して報知 を

行 うことができる。

[001 8 ] また上記の 目的を達成す るために本発明のナ ビゲー シ ヨン装置 は、前記警



告履歴生成部が、前記警告動作部 による警告動作が実施 された場合 に、前記

ナ ビゲー シ ヨン装置が搭載 された車両の周辺車両の数又は種別 を I T S ( I nt

e l I i ent Transportat i on Systems) を用 いて検 出 し、検 出 した数又は種別

に基づいて前記状況情報 を生成 し、前記地点検知部が、前記車両の周辺車両

の数又は種別 と、前記状況情報 に示 され ている周辺車両の数又は種別 とを I

T S を用 いて比較 し、比較結果が予め定め られた条件 を満たすか否か を判定

し、前記報知部が、前記位置情報取得部 によ り取得 され る位置情報の示す位

置が該範囲内であ り且つ前記比較結果が予め定め られた条件 を満たす と前記

地点検知部 によ り判定 された場合 に、該状況情報 を含む前記警告履歴情報の

内容 を示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に基づいて報知動作 を行 う

よ う前記表示部又は前記音声出力部 を制御す る。

[001 9] この構成 によると、警告履歴生成部 は、警告動作部 による警告動作 を検知

した場合 に、 自車両周辺の車両数又は車種 を I T S を用 いて検 出す る。そ し

て検 出 した車両数又は車種 に基づいて、状況情報 を生成す る。また地点検知

部 は、 I T S を用 いて、 自車両の周辺の車両数又は車種 と、状況情報 に示 さ

れ ている車両数又は車種 とを比較 し、比較結果が所定条件 を満たすか否か を

判定す る。また報知部 は、比較結果が所定条件 を満たす と判定 された場合 に

、該 当す る地点情報 を含む警告履歴情報か ら報知用情報 を生成 し、報知動作

を行 うよ う表示部又は音声出力部 を制御す る。 これ によ り、過去 に警告動作

が行われた地点に車両が接近 し、且つ 自車両周辺の車両の走行状況が同 じで

ある場合 にのみ 、 自車両の搭乗者 に対 して報知 を行 うことができる。

[0020] また上記の 目的を達成す るために本発 明のナ ビゲー シ ヨン装置 は、前記警

告動作部が、 I T S を用 いて車車間通信又は路車間通信 を行 うことによ り警

告動作 を行 い、前記警告履歴生成部が、前記位置情報取得部 によ り取得 され

た地点情報 と、 I T S を用 いて実施 された警告動作の内容 を示す情報 とを関

連付 けて前記警告履歴情報 を生成す る。

[0021 ] この構成 によると、警告動作部 は、 I T S を用 いて車車間通信又は路車間

通信 を行 うことによ り、得 られた情報か ら警告動作 を行 う。また警告履歴生



成部は、位置情報取得部により取得した地点情報と、 I T S を用いて実施さ

れた警告動作の内容を示す情報とを関連付けて、警告履歴情報を生成する。

発明の効果

[0022] 本発明によれば、事故が発生した地点や危険を警告した地点 （以下、 「危

険地点」という）を記録部に記録し、再び危険地点に自車両が接近した場合

に、事前に報知する。これにより、過去に運転者が遭遇した経験情報を、走

行経路に応じて運転者に伝達することができる。

[0023] また本発明によれば、運転者が事故時とは異なる人物である場合、例えば

家族やレンタカー利用者等が運転している場合に、過去に他の運手者が遭遇

した警告や危険に関する情報を共有することができる。これにより、事故が

発生する確率を低減することができる。また、過去の警告や事故の情報を手

動で収集して記録及び管理する必要がないため、運用面において有利である

[0024] また本発明によれば、登録されている危険地点に接近した際に、必ず報知

を行うのではなく、所定の条件を満たす場合のみ報知を行う。つまり前回警

告を出したときと類似する状況、例えば交差点への進入角度、進入速度、他

車両の有無等が前回警告を行った状況と類似する場合にのみ、報知を行う。

これにより、状況に見合わない、必要性の低い報知が発生するのを回避でき

る。

図面の簡単な説明

[0025] [図1] 本発明のナビゲーシヨン装置の装置構成を示すブロック図である。

[図2] 本発明のナビゲーシヨン装置を含む車車間通信システムのシステム構成

を示すプロック図である。

[図3] 車車間通信情報のデータ構造を示すテーブル図である。

[図4] 本発明の第一の実施形態に係る報知処理を示すフロー図である。

[図5] 道路状況を模式的に示した模式図である。

[図6] 本発明の第二の実施形態に係る報知処理を示すフロー図である。

発明を実施するための形態



[0026] 以下に本発明の実施形態 を、図面を参照 しなが ら説明す る。なお、 ここで

示す実施形態は一例 であ り、本発明は ここに示す実施形態に限定 され るもの

ではない。

[0027] < - . 車車間通信 システムの構成について 〉

図 2 は、本発明の第一の実施形態に係 るナ ビゲ一 シ ョン装置 によ り実現 さ

れ る車車間通信 システムの構成 を示す プロック図である。本 システムは少な

くとも、車両 1 、及び G P S ( G l oba l Pos i t i on i ng System) 衛星 2 を含む

ように構成 されている。

[0028] 車両 1 は、後述す るナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 が搭載 された車両であ り、

相互に車車間通信が可能 とな っている。

[0029] G P S 衛星 2 は、衛星軌道上に配置 され、特定の電波 （例 えば 1 . 5 7 5

1~1 の 1_ 1 電波等）を地上の G P S 受信機 に対 して送信す る。 これ によ り

、位置情報 を算出す るための各種情報、例 えば G P S 衛星 2 の座標情報や、

電波の伝搬時間を計測す るための時刻情報等 を送信す る。

〈 1 — 2 . ナ ビゲ一 シ ヨン装置の構成について 〉

[0030] 図 1 は、本発明の第一の実施形態に係 るナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 の内部

構成示す ブロック図である。なお本実施形態のナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 は

、車両 1 に搭載 されて車車間通信 システムの一部 を構成す る電子機器である

[0031 ] 図 1 の ブロック図に示す ように、本発明のナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 は少

な くとも、制御部 1 1 、G P S ア ンテナ 1 2 ( = G P S 装置）、測位航法装

置 1 3 ( = G P S 装置）、 L C D (L i qu i d Crysta l Di sp l ay) 1 4 ( = 表示

部）、表示制御部 1 5 、操作部 1 6 、ス ピーカ 1 7 ( = 音声出力部）、メモ

リ 1 8 ( = 記録部）、アンテナ 1 9 ( = 無線通信部）、及び通信制御部 2 0

( = 無線通信部）を含むように構成 されている。

[0032] 制御部 1 1 は、ナ ビゲー シ ョン装置 1 0 0 の各部材の駆動 を有機的に制御

して、交通情報の取得処理や表示処理等 を統括制御す るものである。また制

御部 1 1 は、制御部 1 1 が備 える演算処理装置上で所定の プログラムを実行



することによ り実現 される機能部 として、位置情報取得部 1 1 a 〜報知部 1

e を備えている。なお、各機能部が実施する処理の詳細については後述す

る。

[0033] G P S アンテナ 1 2 は、 G P S 衛星か ら発せ られる特定の電波 （例 えば 1

. 5 7 5 G H z の L 1 電波等）を受信するための受信機である。G P S アン

テナ 1 2 は、複数の G P S 衛星 2 か ら各 G P S 衛星 2 の座標情報等を含む信

号を受信することが可能である。

[0034] 測位航法装置 1 3 は、 G P S アンテナ 1 2 で受信 した信号をデコ一 ドして

緯度経度情報を生成する測位装置 と、ジャイロ （= 角速度検出部）及び車速

センサ （= 速度検出部）によ り速度情報、姿勢角情報を生成する航法装置 と

か らなる装置である。

[0035] L C D 1 4 は、ナ ビゲ一シ ョン装置 1 0 0 が保持する各種情報、例 えば交

通情報やメニ ュー画面等を表示する装置である。表示制御部 1 5 は、画像情

報を L C D 1 4 の信号 フォーマッ トにあわせた信号にエンコー ドした後、 D

A 変換を行い、画像信号を出力する。表示制御部 1 5 か ら出力された画像

信号は L C D 4 に送 られ、画像 として表示される。

[0036] 操作部 1 6 は、車両 1 の運転者がナ ビゲーシ ョン装置 1 0 0 に対する各種

指示、例 えば目的地入力等を行 うための入力インタフェースである。操作部

6 は、例 えば複数のプッシュポタンゃタツチセンサ等を含むように構成 さ

れている。或いは、 L C D 1 4 の表面にタツチパネルを設けることによ り、

操作入力を受け付ける形態でもよい。

[0037] ス ピーカ 1 7 は、車両 1 の搭乗者に対 して各種情報を含む音声を出力する

音声出力装置である。本実施形態では特に、車両 1 が危険地点に接近 した場

合において報知音声を出力するのに用いられる。

[0038] メモ リ 1 8 は、各種情報を記録するための媒体である。メモ リ 1 8 は例 え

ばナ ビゲーシ ヨン処理に用いられる地図情報や、音声情報を記録するのに用

いられる。また本実施形態では、他の車両よ り受信 した車車間通信情報や、

過去に警告動作が行われた地点を示す地点情報等を記録するのに用いられる



[0039] ア ンテナ 1 9 は、他の車両 1 との間で電波の送受信 を行 うための ものであ

り、例 えば複数のダイバー シテ ィアンテナ等が用 い られ る。通信制御部 2 0

は、アンテナ 1 9 によ り受信 した電波の復調 を行 う。なお通信制御部 2 0 は

、アンテナ 1 9 を用 いて電波を送信す るための送信制御機能 も備 える。

< 1 - 3 . 車車間通信情報 について 〉

[0040] 図 3 は、 日本の I T S フォー ラムが発行 している運転支援通信 システムの

ガイ ドラインに含まれ る、車車間通信情報のデー タ構造の一部 を示 している

。 このガイ ドラインでは、 7 0 O M H z 帯の電波を用 いた車車間通信 システ

ムが示 されている。

[0041 ] この車車間通信情報 は、 1 0 0 ミリ秒毎に、ナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 か

らその周囲の車両ゃ路側機へ ブロー ドキャス ト送信 され る。伝播距離は数百

メー トルである。項 目番号 4 は 自車両、つま り送信側車両の現在位置 を緯度

経度で示 している。

[0042] 従 って、車車間通信情報 を受信す る受信側車両は、受信側車両が備 えるナ

ビゲ一 シ ョン装置 1 0 0 に記録 されている地図情報 を参照す ることによ り、

送信側車両の走行位置 を特定す ることができる。

[0043] 項 目番号 2 0 は、アプ リケー シ ョンが任意 に使用できる領域 を示 している

。本実施形態では、ナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 が各種警告動作 を行 うために

車両間で送受信す る情報、例 えば運転者 に関す る情報や過去の事故情報等 を

送受信す るのに、 この項 目番号 2 0 の領域 を用 いる。なお、本発明のナ ビゲ

— シ ョン装置が使用す る車車間通信 システムは、 7 0 0 M H z 帯の電波を用

いた無線通信 システムに限定 され るものではな く、本発明の趣 旨を逸脱 しな

い範囲において、適宜変更可能である。例 えば 5 G H z の周波数帯域等、 2

. 4 G H z 以上の周波数帯域 を利用 した無線通信 システムを用 いる形態でも

よい。

< - 4 . 報知処理について 〉

[0044] ここで、本発明の第一の実施形態に係 るナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 が実施



する報知処理の概要を、図 4 のフロー図を用いながら説明する。図 4 に示す

処理フローは、ナビゲ一シヨン装置 1 0 0 が稼働状態となった時点で開始さ

れる。なお図 4 に示す処理フローは、各車両が日本の道路交通法に基づいて

走行 しているという前提に基づいた処理フローである。

[0045] 本処理の開始後、位置情報取得部 1 1 a はステップS 0 において、所

定の周期、例えば 1 0 0 ミリ秒の周期で位置情報の取得を行う、位置情報取

得処理を開始する。なお位置情報の取得は、G P S アンテナ 1 2 及び測位航

法装置 1 3 を用いて行われる。

[0046] 次に地点検知部 1 1 d はステップS 1 2 0 において、位置情報取得部 1 1

a により取得された位置情報が示す位置が、交差点から所定範囲内、例えば

3 0 0 メー トル以内まで接近 しているか否かを判定する。具体的には例えば

、メモ リ 1 8 に記録されている地図情報を読み出し、地図情報において示さ

れている交差点の緯度経度と、位置情報が示す緯度経度とを比較することに

より、両地点の距離を算出する。

[0047] 所定範囲内に接近 していない場合、再びステップS 2 0 へ移行 し、位置

情報の取得及び交差点までの距離の監視を継続 して行う。所定範囲内に接近

している場合、地点検知部 1 1 d はステップS 3 0 において、所定範囲内

にある交差点が、予め警告履歴生成部 1 1 c によりD B (Data Base) に登

録されている交差点、つまり警告履歴情報 （後述）に示されている交差点で

あるか否かを判定する。

[0048] なお D B は、メモ リ 1 8 に記録されている形態でもよいし、或いは通信制

御部 2 0 により通信可能な情報処理装置 （不図示）に記録されている形態で

もよい。

[0049] D B に登録されている交差点ではない場合、後述するステップS 1 4 0 へ

移行する。 D B に登録されている交差点である場合、報知部 1 1 e はステツ

プS 1 3 5 において、この交差点に関連する警告履歴情報をD B より読み出

す。そして読み出した警告履歴情報の内容を示す報知を行う。つまり過去に

警告を実施 した地点とみなし、過去の警告内容を示す事前注意を報知する。



[0050] 具体 的には例 えば、報知部 1 1 e は読み出 した警告履歴情報 よ り、所定の

報知音声 （= 報知用情報）を含む音声信号 を生成す る。そ して生成 した音声

信号 をス ピーカ 1 7 へ与 えて出力制御 を行 う。 これ によ り、報知音声 を出力

す る。或 いは報知部 1 1 e は、読み出 した警告履歴情報 よ り、所定の報知画

像 （= 報知用情報）を含む画像信号 を生成す る。そ して生成 した画像信号 を

表示制御部 1 5 へ与 えて出力制御 を行 う。 これ によ り、報知画像 を出力す る

。報知が完 了す ると、ステ ップ S 4 0 へ移行す る。

[0051 ] 次 に警告履歴生成部 1 1 c はステ ップ S 1 4 0 において、警告動作部 1 1

b による警告動作の実施 を検知 したか否かを判定す る。なお警告動作部 1 1

b による警告動作は、例 えば I T S を用 いて車車間通信又は路車間通信 を行

し、、接近中の車両や危険地点を検出す る。そ して この検出結果に基づいて、

ス ピーカ 1 7 を用 いたアラーム音の出力制御等 を行 うことによ り、警告 を行

う。なお、警告動作の詳細 については、従来技術 と同様であるため説明を省

略す る。

[0052] 警告動作の実施 を検知 していない場合、再びステ ップ S 2 0 へ移行す る

。警告動作の実施 を検知 した場合、警告履歴生成部 1 1 c はステ ップ S 4

5 において、警告動作が実施 された地点を示す位置情報 を位置情報取得部 1

a によ り取得す る。

[0053] さ らに警告履歴生成部 1 1 c は、取得 された位置情報 と、警告動作の内容

を示す情報 とを関連付 けた警告履歴情報 を生成 し、 D B に記録す る。 これ に

よ り、警告が発生 した交差点が D B に登録 され る。

[0054] 例 えば、交差点での出会 い頭の衝突警告や巻 き込み警告、右折衝突警告等

の警告が作動す ると、その地点 と警告種別 とをメモ リ 1 8 に記録す る。記録

が完 了す ると、再びステ ップ S 1 2 0 へ移行す る。なお、 ここで記録 された

警告履歴情報 は、先述のステ ップ S 3 0 及びステ ップ S 3 5 において参

照 され る。

[0055] 以上 に説明 した処理によ り実施 され る報知例 を、図 5 を用 いて説明す る。

図 5 は、車両 1 a の前方に交差点が存在 し、且つ交差点の近傍 に他車 1 b が



存在す る例 を示 している。 この交差点が、車両 1 a が過去 に衝突事故 を起 こ

し、警告が発生 した交差点、つま りD B の警告履歴情報 に示 され ている交差

点であるとす る。

[0056] この場合、 自車両 1 a が この交差点に接近す ると、例 えば 「過去 に出会 い

頭で衝突警告 を発 した交差点です」 とい う内容の報知が行われ る。 これ によ

り、事前 に運転者の注意 を喚起す る。

[0057] 以上 に説明 した実施形態 によれ ば、危険 を警告 した地点 を D B に記録 し、

再び同 じ地点に車両 1 が接近 した場合 に、事前 に報知す る。 これ によ り、過

去 に運転者が遭遇 した経験情報 を、走行 中の経路 に応 じて運転者 に伝達す る

ことができる。

[0058] また、運転者が事故時 とは異 なる運転者 である場合、例 えば家族や レンタ

カー利用者等が運転 した場合 に、過去 に他の運手者が遭遇 した危険情報 を共

有す る ことができ、事故が発生す る確率 を低減す る ことができる。また、過

去の警告情報 を手動で収集 して D B で管理す る必要がないため、運用面にお

いて有利である。

[実施の形態 2 ]

< 2 - . 車車間通信 システムの構成 について 〉

[0059] 実施の形態 1 と同内容であるため、説明を省略す る。

〈 2 — 2 . ナ ビゲ一 シ ヨン装置の構成 について 〉

[0060] 実施の形態 1 と同内容であるため、説明を省略す る。

〈 2 _ 3 . 車車間通信情報 について 〉

[0061 ] 実施の形態 1 と同内容であるため、説明を省略す る。

〈 2 — 4 . 報知処理 について 〉

[0062] ここで、本発 明の第二の実施形態 に係 るナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 が実施

す る報知処理の概要 を、図 6 の フロー図を用 いなが ら説明す る。図 6 に示す

処理 フロー は、ナ ビゲ一 シ ヨン装置 1 0 0 が稼働状態 とな った時点で開始 さ

れ る。なお、実施の形態 1 の図 4 と同内容の処理 については、同一のステ ツ

プ番号 を付加す る ことによ り説明を省略す るもの とす る。



[0063] 本実施形態では、ステップS 0 〜ステップS 2 0 の実施後、ステツ

プS 1 3 0 において D B 登録済み交差点であると判定されると、ステップS

3 へ移行する。地点検知部 1 1 d はステップS 3 において、 D B に

登録 されている警告履歴情報の中か ら、この交差点に関連する警告履歴情報

を読み出す。そ して警告履歴情報に含まれる警告状況情報 と、現在の走行状

況を比較する。

[0064] なお警告状況情報 とは、後述するステップS 4 6 において、警告履歴生

成部 1 1 c によ り警告履歴情報に含めて記録 される情報である。警告状況情

報には、過去に警告が実施 された状況を示す情報、例 えば交差点への進入角

度、交差点への進入速度、他車両の接近状況等が含まれる。

[0065] 地点検知部 1 1 d は、 これ らの警告状況情報 と、現在の走行状況を比較す

る。なお現在の走行状況は、例 えば測位航法装置 1 3 に含まれるジャイロセ

ンサゃ車速センサ、又は通信制御部 2 0 による I T S の使用等によ り取得す

る。

[0066] 比較結果が所定条件を満たす場合、例 えば両状況における進入速度の差異

が一割未満である場合や、進入角度の差がプラスマイナス 4 5 度以内である

場合、ステップS 3 5 へ移行 し、報知を行 う。

[0067] 具体的には例 えば、報知部 1 1 e は実施の形態 1 と同様、報知音声を含む

音声信号、又は報知画像を含む画像信号を生成する。そ して生成 した音声信

号又は画像信号をス ピーカ 1 7 又は表示制御部 1 5 へ与え、出力制御を行 う

。これによ り、報知音声又は報知画像を出力する。報知が完了すると、ステ

ップS 1 4 0 へ移行する。比較結果が所定条件を満たさない場合、つま り両

状況が著 しく異なる場合、報知を行わずにステップS 4 0 へ移行する。

[0068] 次に、ステップS 4 0 において警告動作部 1 1 b による警告実施が検知

された場合、ステップS 4 5 において警告実施地点を D B に記録 した後、

ステップS 1 4 6 へ移行する。警告履歴生成部 1 1 c はステップS 1 4 6 に

おいて、警告実施状況を警告履歴情報に含めて、 D B に記録する。

[0069] つま り上述のように、警告実施時における交差点への進入角度、交差点へ



の進入速度、他車両の接近状況等を、警告履歴情報に含めて記録する。記録

が完了すると、再びステップS 2 0 へ移行する。

[0070] 以上に説明 した実施形態によれば、危険を警告 した地点を D B に記録 し、

再び同じ地点に車両 1 が接近 した場合に、必ず報知を行うのではなく、前回

警告を出 した状況に近い状況である場合にのみ、報知を行う。このため、車

両の走行状況にあわせて、必要性の高い報知のみを実施することができる。

これにより、必要性の低い報知が頻繁に発生 して運転の妨げとなることを回

避できる。

[その他の実施の形態]

[0071 ] 以上、好ましい実施の形態及び実施例を挙げて本発明を説明 したが、本発

明は必ず しも上記実施の形態に限定されるものではなく、その技術的思想の

範囲内において様々に変形 して実施することができる。

[0072] 従って本発明は、以下の形態にも適用可能である。

[0073] ( A ) 上記実施形態では、本発明の各種処理に関わるナ ビゲーシヨン装置

0 0 の各種機能部が、マイクロプロセッサ等の演算処理装置上で所定のプ

ログラムを実行することにより実現されているが、各種機能部が複数の回路

により実現される形態でもよい。

[0074] ( B ) 上記実施形態では、ナ ビゲ一シヨン装置 1 0 0 の内部に 卩3 装置

が収容されている形態を例に説明 したが、必ず しも同一筐体である必要はな

し、。例えばナ ビゲ一シヨン装置 1 0 0 と 卩3 装置とが互ぃに通信部を備ぇ

、通信部を介 して情報転送を行うことにより、上記と同様の動作をさせる形

態であってもよい。

[0075] ( C ) 上記実施形態では、走行速度又は走行方向が近似する場合に走行状

況がー致すると判定 しているが、これ以外の要素を走行状況に含めて判定す

る形態でもよい。例えば、走行時の時刻、天気、気温、乗車人数、総走行時

間等を不図示のセンサや通信網を利用 して取得 し、これ らを走行状況に含め

る形態でもよい。

[0076] ( D ) 上記実施形態では、 I T S を用いた警告を行い、 D B に登録する地



点の一例 と して交差点を例 に説明を行 っているが、 これ以外の形状の道路に

おいて警告の実施、警告履歴情報の生成、及び事前報知 を実施す る形態でも

よい。例 えば三叉路、急勾配道路、工事 中道路等において実施す る形態でも

よい。

符号の説明

1 車 両

2 G P S 衛星

1 0 0 ナ ビゲー シ ヨン装置

1 1 制御部

1 1 a 位置情報取得部

1 1 b 警告動作部

1 1 c 警告履歴生成部

1 1 d 地点検知部

1 1 e 報知部

1 2 G P S ア ンテナ （G P S 装置 )

1 3 測位航法装置 （G P S 装置）

1 4 L C D (表示部）

1 5 表示制御部

1 6 操作部

1 7 ス ピーカ （音声出力部）

1 8 メモ リ （記録部）

1 9 ア ンテナ （無線通信部）

2 0 通信制御部 （無線通信部）



請求の範囲

[請求項 1] ア ンテナ を用 いて無線通信 を行 う無線通信部 と、

G P S ( G l oba l Pos i t i on i ng System) 衛星 と通信 を行 うG P S

装置 と、

前記 G P S 装置 を用 いて位置情報 を取得す る位置情報取得部 と、

表示部又は音声出力部 と、

前記無線通信部 による車車間通信又は路車間通信 によ り得 られ る情

報 に基づいて前記表示部又は前記音声出力部 による警告動作 を行 う警

告動作部 と、

地図情報 を記録す る記録部 と

を備 えるナ ビゲ一 シ ョン装置 において、

前記警告動作部 による警告動作が実施 された場合 に、該警告動作が

実施 された地点 を示す地点情報 を前記位置情報取得部 によ り取得 し、

該警告動作の内容 と前記地点情報 とを関連付 けた警告履歴情報 を生成

して前記記録部 に記録す る警告履歴生成部 と、

前記位置情報取得部 によ り取得 され る位置情報の示す位置が、前記

地図情報が示す交差点か ら予め定め られた範囲内であ り、且つ前記警

告履歴情報 に含 まれ る前記地点情報の示す位置か ら予め定め られた範

囲内であるか否か を判定す る地点検知部 と、

前記地点検知部 によ り前記範囲内であると判定 された場合 に、該地

点情報 を含む前記警告履歴情報の内容 を示す報知用情報 を生成 し、前

記報知用情報 に基づいて報知動作 を行 うよ う前記表示部又は前記音声

出力部 を制御す る報知部 とを備 える こ と

を特徴 とす るナ ビゲ一 シ ョン装置 。

[請求項2] 前記警告履歴生成部が、前記警告動作部 による警告動作が実施 され

た場合 に、前記ナ ビゲー シ ヨン装置が搭載 された車両の走行状況 を示

す状況情報 を、前記警告履歴情報 に含めて前記記録部 に記録 し、

前記地点検知部が、前記位置情報取得部 によ り取得 され る位置情報



の示す位置が、前記地図情報が示す交差点及び前記警告履歴情報 に含

まれ る前記地点情報の示す位置か ら予め定め られた範囲内であ り、且

つ前記車両の走行状況が前記状況情報 に示 されている走行状況 と一致

す るか否かを判定 し、

前記報知部が、前記位置情報取得部によ り取得 され る位置情報の示

す位置が該範囲内であ り且つ走行状況が一致す ると前記地点検知部に

よ り判定 された場合に、該状況情報 を含む前記警告履歴情報の内容 を

示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に基づいて報知動作 を行 う

よう前記表示部又は前記音声出力部 を制御す る、

請求項 1 に記載のナ ビゲー シ ョン装置。

[請求項3] 速度検出部又は角度検出部 を備 え、

前記警告履歴生成部が、前記警告動作部による警告動作が実施 され

た場合に、前記ナ ビゲー シ ヨン装置が搭載 された車両の走行速度 を前

記速度検出部によ り検出す るか、又は前記車両の走行方向を前記角度

検出部によ り検出 し、検出 した走行速度又は走行方向に基づいて前記

状況情報 を生成 し、

前記地点検知部が、前記速度検出部又は前記角度検出部 を用 いて、

前記車両の走行速度又は走行方向と、前記状況情報 に示 されている走

行速度又は走行方向とを比較 し、比較結果が予め定め られた条件 を満

たすか否かを判定 し、

前記報知部が、前記位置情報取得部によ り取得 され る位置情報の示

す位置が該範囲内であ り且つ前記比較結果が予め定め られた条件 を満

たす と前記地点検知部によ り判定 された場合に、該状況情報 を含む前

記警告履歴情報の内容 を示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に

基づいて報知動作 を行 うよう前記表示部又は前記音声出力部 を制御す

る、

請求項 2 に記載のナ ビゲー シ ョン装置。

[請求項4] 前記警告履歴生成部が、前記警告動作部による警告動作が実施 され



た場合 に、前記ナ ビゲー シ ヨン装置 が搭載 され た車両の周辺車両の数

又 は禾里別 を I T S ( Inte l l i gent Transportat i on Systems) ¾：用 し、

て検 出 し、検 出 した数又 は種別 に基 づ いて前記状況情報 を生成 し、

前記地点検知部が、前記車両の周辺車両の数又 は種別 と、前記状況

情報 に示 され て いる周辺車両の数又 は種別 とを I T S を用 いて比較 し

、比較結 果が予め定め られ た条件 を満たすか否か を判定 し、

前記報知部が、前記位置情報取得部 によ り取得 され る位置情報 の示

す位置 が該範囲 内で あ り且 つ前記比較結 果が予め定め られ た条件 を満

たす と前記地点検知部 によ り判定 され た場合 に、該状況情報 を含む前

記警告履歴情報 の 内容 を示す報知用情報 を生成 し、前記報知用情報 に

基 づ いて報知動作 を行 うよ う前記表示部又 は前記音声 出力部 を制御す

る、

請求項 2 に記載のナ ビゲー シ ョン装置 。

[請求項 5] 前 記警告動作部が、 I T S を用 いて車車間通信 又 は路車間通信 を行

うことによ り警告動作 を行 い、

前記警告履歴生成部が、前記位置情報取得部 によ り取得 され た地点

情報 と、 I T S を用 いて実施 され た警告動作の 内容 を示す情報 とを関

連付 けて前記警告履歴情報 を生成す る、

請求項 1 に記載のナ ビゲー シ ョン装置 。
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